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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，組織事故防止のマネジメントについて，詳細な定性的調査に基づ
き，実証的に解明することである．その際，「規則の形骸化（規則が制定当初の機能を失っている状態）」に注
目し，その現象を引き起こす原因を探索することにより，組織事故防止のマネジメントの提言を試みた．
本研究では，規則が形骸化している状態を２つに分類した．第１に，暗黙的な不遵守(従業員が規則を遵守して
いない状態)」であり，規則違反行動として検討を行った．第２に，形式的な遵守(規則を遵守してはいるが規則
が想定している機能は失われている状態)」であり，この具体例として，報告回避行動に注目し検討を行った．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the management of organizational 
accident prevention based on a detailed qualitative investigation. Focusing on “mere facade of 
safety rules” which means that rules have lost their original functions, we attempted to propose 
management measures to prevent organizational accidents by exploring for the cause of the 
phenomenon.
In this study, we classified mere facade of safety rules into two types. First, "implicit 
non-compliance" is a situation in which employees do not comply with the rules. We examined this 
situation as a rule breaking behavior. Second, "formal compliance" is a situation in which the rule 
is complied with, but the functions assumed by the rule have been lost. We examined “reporting 
avoidance behavior” as a specific example of this situation.

研究分野： 経営学

キーワード： 組織事故　リスクマネジメント　安全文化　規則違反行動　報告活動

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義としては，実務家の中ではしばしば事故の要因として指摘されるが，学術的には手を付けら
れていない「形骸化」という概念に取り組んだことである．特に，Zhao&Olivera（2006）の分析枠組を修正し，
報告回避行動という興味深い概念について明らかにしたことは，学術的にも意義があると考えられる．
本研究の社会的意義は，形式的な遵守に注目した点である．通常，事故防止活動としては，規則違反行動を防止
することのみに焦点があたり，規則違反行動に対する厳罰化も多く見られる．しかし，それに伴い，形式的な遵
守が発生している可能性を指摘した点は，事故防止活動に対する貢献と考えることができる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
工場災害や環境汚染など，企業はしばしば意図せずして企業をとりまくステイクホルダーに

被害をもたらすことがある．これがいわゆる企業事故である．企業事故とは，「企業が引き起こ
した事故であり，意図せずしてステイクホルダーにネガティブな影響を与える企業行動」を指す．
近年，企業活動の国際化，技術の高度化などにより，企業事故が社会に与える影響は大規模化し
てきている．企業事故が頻発することは，当該企業のステイクホルダーからの信頼を失うのみな
らず，企業を中心とした現代資本主義社会の根本的な危機につながる可能性がある．そのため，
効果的な企業事故防止策を提示することは学術的・社会的に非常に重要な課題であるといえる． 
企業事故の発生原因については，安全制度の不備，従業員の安全意識の低下，安全風土・安全

文化の欠如など多くの要因が指摘されている。その中で，実務家を中心にしばしば指摘される要
因として「形骸化」があげられる。例えば，新聞記事を検索すると，企業事故の要因に関する形
骸化として，安全管理の形骸化，コンプライアンス体制の形骸化，チェック体制の形骸化，内部
通報制度の形骸化などが指摘されている．また，われわれのこれまでの研究に関するインタビュ
ー調査においても，規則の形骸化（安全に関する規則が制定当初の機能を発揮していない状態）
によって事故（インシデント）が発生しているケースが多くみられることが明らかになっている．
しかし，形骸化は事故や不祥事の要因かもしれないが，形骸化はその背景にある現場や組織の要
因によって形作られ引き起こされる。したがって，形骸化を事故の要因として指摘することは，
企業事故の分析の始まりであって，終わりではない．形骸化によって引き起こされた事故の説明
と同様に，形骸化がなぜ引き起こされたのかを詳細に検討することが必要なのである．それにも
かかわらず，形骸化についての学術的な研究はほとんど見られず，手を付けられていない状態で
ある．実務家にとってなじみ深い形骸化について，その発生プロセスや防止策を開発することは，
企業事故の防止に大いに役立つと考えられる． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，組織事故防止のマネジメントについて，詳細な定性的調査に基づき，実証的

に解明することである．その際，「規則の形骸化（規則が制定当初の機能を失っている状態）」に
注目し，その現象を引き起こす原因を探索することにより，組織事故防止のマネジメントの提言
を試みる．我々のこれまでの調査において，事故の発生原因として，規則の形骸化が企業内で問
題視されていることが明らかになっている．しかし，形骸化に関する学術的な研究は殆ど見られ
ない．そこで，本研究では，我々のこれまでの研究をさらに発展させ，（1）規則の形骸化が事故
を引き起こすメカニズムの把握，（2）規則の形骸化が起こるプロセスの解明，（3）規則の形骸化
を防止するマネジメントについて検討し，組織事故防止のマネジメントへの提言を行うことを
試みる． 
 
３．研究の方法 
研究の方法としては，(1)文献調査，(2)インタビュー調査，(3)事例分析を採用した． 
(1)文献調査に関しては，規則の形骸化に関連する企業事故の発生メカニズムを取り扱った理

論および事例の探索であり，ヒューマンエラー理論，高信頼性組織理論，安全文化など様々な分
野の探索を行った．最終的には，「規則違反行動」，「報告活動(reporting)」，「スイスチーズモデ
ル」に分野を限定し，網羅的なサーベイを行った．(2)インタビュー調査に関しては，「規則の形
骸化」と「規則違反行動」に関する詳細なインタビュー調査を行った．インタビュー調査にもと
づき，規則の形骸化の発生プロセス，規則違反行動の発生プロセスについて明らかにし，効果的
な企業事故防止のマネジメントについて検討した．(3)事例分析に関しては，2005 年に発生した
JR 福知山線脱線事故における直前の停車駅である伊丹駅で発生したオーバーラン（所定停止位
置行き過ぎ）に注目して，事例分析を行った． 
 
４．研究成果 
本研究に関する主な研究成果については，以下の 3点である． 

(1)規則の形骸化の類型化と，その形骸化の理論的検討 
まず，規則が形骸化している状態を，①規則を形式的に遵守しているため制定当初に想定され

ていた機能が失われている状態（規則の形式的な遵守），②現場や当事者の判断によって，暗黙
に規則を遵守していないため，制定当初に想定された機能が失われている状態（規則の暗黙的な
不遵守）の 2つに分類した．次に，不正のトライアングル理論を用いて，規則の形骸化に関する
検討を行った．不正のトライアングル理論は，Cressey（1953）がインタビュー調査に基づき帰
納的に横領発生の３条件を導出し，Albrecht(1991)がその３条件を「不正のトライアングル」と
して提示したものである．不正のトライアングル理論では，不正が発生する条件として①認知さ
れた圧力，②認知された機会，③合理化を提示する． 
本研究では，この不正のトライアングルを，規則の形骸化に適用し，検討を試みた．検討の結

果，以下の３点が明らかになった．第 1に，認知された圧力は，全ての規則が内包しており，規
則の形骸化の動機として位置づけられること，第 2に，認知された機会は，規則の形骸化の 2類
型である形式的な遵守と暗黙的な不遵守の選択に影響する要因として位置づけられること，第 3
に，合理化は，規則が形骸化するか否かの決定要因として位置づけられることである．また，現
場において「この規則の機能が果たされなくても組織にデメリットを与える可能性は非常に小



さい」という合理化が形骸化の前提要因である可能性も指摘した．個人の不正を対象とした場合，
認知された圧力，認知された機会，合理化の３要素はそれぞれ不正の必要条件として位置づける
ことができたが，規則の形骸化を対象とした場合，３要素は圧力⇒合理化⇒機会というプロセス
として位置づけることになる． 
(2)規則の暗黙的な不遵守の発生原因の検討 
規則の形骸化の２類型の中で，規則の暗黙的な不遵守（現場や当事者の判断によって，暗黙に

規則を遵守していないため，制定当初に想定された機能が失われている状態）は，規則違反行動
(rule breaking behavior)として捉えることができる．本研究では，規則違反行動の発生プロセ
スの検討を行った．規則違反行動が発生するプロセスを探索するために，調査協力に同意を得ら
れた異なる業界の４名を対象に 1～3 時間の半構造化インタビューを行い，規則違反行動のプロ
セスを探索した． 
インタビュー調査の結果，規則違反行動に至るプロセスに関する要因として，①解決困難な課

題，②上司の姿勢，③合理化という 3つを抽出した．規則違反行動のプロセスにおいて，これら
3つの要因は図 1のように位置づけることができる。 

まず，①解決困難な課題とは，解決することが難しく，解決することが当事者ならびに担当部
署・企業にとって重要だと認識されている課題である。この解決困難な課題が，当事者に，解決
に向けた圧力と負い目を与える．そして，②上司の姿勢とは，上司から当該課題解決プロセスに
対する無関心の表明が行われることである．この上司の姿勢により，当該担当者において，課題
解決に向けた自己責任感の醸成がなされる．結果として，③合理化が行われる．合理化は，規則
違反行動をとる前に，規則違反行動を
自らの価値と矛盾しないように正当化
することを指し，状況の合理化(e.g.こ
れは特殊な状況における例外的な処理
である，他の人でもこのような特殊な
状況に置かれたらこのように対応する
はずだ)，影響の合理化（e.g.この行動
は誰にも迷惑をかけない，この行動で
損をするのは自分だけだ，この行動は
自分だけの責任で処理できる），規則の
合理化（e.g.これは規則の範囲内であ
る）が行われる． 
(3)規則の形式的な遵守の発生原因の検討 
規則の形式的な遵守（規則を形式的に遵守しているため制定当初に想定されていた機能が失

われている状態）の具体的な例として，事例分析をもとに「報告回避行動」を提示し，その発生
プロセスを明らかにした． 
事例としては，2005 年に発生した JR福知山線脱線事故における直前の停車駅である伊丹駅で

発生したオーバーラン（所定停止位置行き過ぎ）をとりあげた．JR 福知山線脱線事故は 2005 年
４月 25 日（月）午前９時 18 分 54 秒に，福知山線塚口駅－尼崎駅間の右カーブにおいて発生し
たものである．車両は JR西日本の宝塚駅発同志社前駅行上り快速電第 5418M 列車（７両編成，
207 系）であり，列車進行方向左側のマンション１階に衝突し，運転士を含む 107 人が死亡し，
562 人が負傷した． 
この事故が発生する直前の停車駅である伊丹駅において，車両は所定停止位置を 72m 行き過

ぎて停止，すなわちオーバーランを発生させている．そして，運転士はオーバーランの際，予備
ブレーキを使用して車両を停車させようと試みていることが明らかになっている．運転では常
用ブレーキを用いることが基本であり，もし，所定停止位置通過の可能性がある場合には予備ブ
レーキではなく，非常ブレーキを用いることが定められている．しかし，本件運転士は，伊丹駅
の所定停止位置を過ぎる直前に，常用ブレーキ・非常ブレーキともに使用できない場合に使用す
る旨定められている予備ブレーキを使用している。 
この「なぜ，運転士は非常ブレーキではなく予備ブレーキを用いたのか」という疑問に対する

回答に対して，「報告義務から逃れるために，非常ブレーキではなく予備ブレーキを利用した」
という可能性を指摘することができる．運転士がオーバーランの可能性を察知した場合，選択肢
としては非常ブレーキか予備ブレーキを用いることができる．結果としてオーバーランしてし
まった場合にはどのブレーキを用いていたとしても報告義務が発生するが，もしオーバーラン
しなかった場合，非常ブレーキを用いた際には報告義務が発生するが，予備ブレーキを用いた際
には報告義務は発生しないことになる．このように，本来，非常ブレーキを利用すべき状況にお
いて，予備ブレーキを用いるという行動は，報告義務が発生することを回避することを目的とし
た行動として解釈でき，報告回避行動として位置づけることができる． 
報告回避行動とは，「上司に過失を報告することに伴う不利益を避けるために，意図的に報告

義務を回避する行動」であり，以下の 4つの特徴を持つ． 
第１に，報告回避行動は過失発生段階に起こる行動である．これに対し，過失を報告するか否

かを決定する意思決定段階において，「報告しない」という意思決定を行うことは報告義務を果
たしていないため，「報告の不履行」と位置づけることができる． 
第２に，報告回避行動は，自らの不利益を回避することを目的とした行動である．今回の JR

上司の姿勢
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 プロセスに対する
無関心の表明

解決困難な課題
重要な課題

状況の合理化
影響の合理化
規則の合理化

解決困難な課題 合理化

自己責任感醸成

圧力
負い目

図1 規則違反行動に至るプロセス



福知山線脱線事故における伊丹駅のオーバーランの事例では，日勤教育という厳しい懲罰制度
が存在し，その懲罰から逃れるために報告を回避する行動をとったと考えられる．したがって，
懲罰制度は報告回避行動を促進する可能性が存在する． 
第３に，報告回避行動は必ずしもルール違反ではないことである．報告義務が発生するルール

を理解し，そのルールの抜け道を探索する行動であり，明確なルール違反には相当しないと考え
られる．もちろん，ルール違反になる場合もあるが，その場合であっても，従業員はルール違反
の程度（懲罰の程度）を軽くすることを考慮しながら行動する． 
第４に，報告回避行動はルールの制定者にとって想定していない行動となる場合が多い．例え

ば，ルール制定時には想定していない機器の使用などである．報告回避行動は，報告義務を回避
することを目的としているため，過失を回復する手段としては効率的ではなく，不安全行動にな
ることが多いと考えられる．したがって，報告回避行動は企業事故防止に向けた施策を阻害する
可能性が存在する． 
特定の過失回復作業に報告義務を課すと，従業員は報告に伴う懲罰を避けるため，非効率・不

安全な別の回復作業を選択する可能性が発生する．したがって，報告回避行動を防止するために
は，報告義務を課す作業を行わずに回復作業が可能なルートが存在しないように安全に関する
規則を制定しなければならない． 
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